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1 市場規模

2 電話の普及状況

１ITU（International Telecommunication Union：国際電気通信連合）資料
２ITUホームページ（http://www.itu.int/ITU-D/ict/statistics/）

6第 節 海外の動向

SECTION 06
1 海外の情報通信市場
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図表2-6-1 電気通信市場（サービス）の伸び
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３この普及率は、契約数を総人口で割ったもの。インターネットは世帯財であるため、実際に利用している人の率は高い

3 インターネットの普及状況
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図表2-6-2 固定電話、携帯電話及びインターネットの契約数／利用者数

“The Internet of things”, （ITU Internet Reports 2005）により作成 
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図表2-6-3 電話契約者（固定＋携帯）の地域別比率
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図表2-6-4 電話契約（固定＋携帯）の普及率
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図表2-6-5 地域別に見たインターネット普及率3とブ
ロードバンド率
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4 電気通信事業者の動向

Pacific Telesis

NCR NCR
Lucent Technologies

AT&T Broadband

AT&TAT&T AT & T

GTE

TCI

SNET

Comcast Comcast
Media One

Southwestern Bell

Ameritech

Bellsouth

US West

Qwest

LCI

1984年 

1991年 
1994年 

1999年 2004年 

Vodafoneと共同出資 2000年 

2000年 

2002年 2004年 

2006年 

2005年 

2005年 

2000年 
共同出資 

2006年 
合併発表 

1998年 

1997年 

1998年 

1997年 

1998年 

2000年 

1996年 
資本分離 

1999年 2000年 

2002年 
資本分離 

Bell Atlantic

Nynex

WorldCom WorldCom 経営破綻 MCI

Bell Atlantic

Qwest Qwest

Verizon Verizon

Verizon Wireless

SBC AT&T 
（SBCはAT&Tブランドを採用） 

MCI

Sprint

Nextel

Cingular Wireless

McCaw Cellular

Cingular Wireless

SprintNextel

AT&T Wireless 
 

A
T
&
T

2002年 

2001年資本分離 

　：携帯電話事業者、 ：CATV事業者、 ：ベンダ 　※ 

図表2-6-6 米国の電気通信業界の動向（概要）
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5 国際的なデジタル・ディバイドの状況

※　高所得国…国民1人当たりGNI9,076ドル以上 
　　上位中所得国…国民1人当たりGNI2,936～9,075ドル 
　　下位中所得国…国民1人当たりGNI736～2,935ドル 
　　低所得国…国民1人当たりGNI735ドル以下 

　 
“The Internet of things", （ITU Internet Reports 2005）により作成 
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図表2-6-7 世界の所得グループ別※人口・固定電話回
線数・携帯電話加入数・推計インターネ
ット利用者数の比率（2004年）
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図表2-6-8 100人当たりの固定電話回線数と1人当た
りGDP（米ドル）、2003年

（出典）OECD Communications Outlook 2005
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図表2-6-10 100人当たりのインターネット利用者数と
1人当たりGDP（米ドル）、2003年
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図表2-6-9 100人当たりの携帯電話加入数と1人当た
りGDP（米ドル）、2003年
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1 海外の情報通信に関する国家戦略

2 米国の情報通信政策の動向

2 海外の情報通信政策の動向
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3 EUの情報通信政策の動向

2005年11月－ 
2006年1月 

五つの指令及び関連市場勧告の見直しの論
点に関する意見募集 

2006年2月 

2006年3月 

市場分析の実施状況に関する報告 

上記の意見募集結果の公表 

2006年6／7月 電子通信市場に関する第一次報告 

2006年7月－ 
2006年9月 

見直し提案に関する意見募集 

2006年第4四半期 
・意見募集結果の公表 
・電子通信市場に関する第二次報告 
・電子通信規制枠組みの見直し案の公表 

図表2-6-11 EUの電子通信規制パッケージの2006年
見直しの主なスケジュール

イコールアクセス事務局 
（EAO） 

イコールアクセス 
  委員会（EAB） 

Ofcom

年次報告 報告、助言 

サポート 

監視※1

　Openreach（AS） 
（アクセス　 
　サービス） 

その他 

BT Group plc 
 

BT Global 
 Services 

（国際企業向け 
サービス） 

BT Exact 
（R&D, エンジ 
　ニアリング） 

BT Retail 
（小売） 

BTWS 
（BT Wholesale    
のSMP商品を 
管理※2）       

BTS 
（他の通信事業者に 
   とって重要なその 
    他の製品を管理） 

BT Wholesale 
（卸） 

※1　EABは、BTによる「公約」及び「服務規程」の遵守全般を監視し、また、BTWS
のSMPプロダクトも監視対象となるが、特にインプットの同等性とOpenreach
の運営に重点を置く  

※2　公約に従いBTSが管理するものを除く 
 

KDDI総研資料により作成 

図表2-6-12 BTグループの組織構成
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4 中国の情報通信政策の動向

5 韓国の情報通信政策の動向
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00.4～　中国移動通信集団公司 
　（中国移動、チャイナ・モバイル） 

00.7～　中国衛星通信集団公司 
（中国衛通、チャイナ・サットコム） 

（南部21市省自治区） 
中国電信集団公司 

（中国電信、チャイナ・ 
テレコム）02.5～ 

（北部10市省自治区） 
中国網絡通信集団公司 
（中国網通、チャイナ・ 
ネットコム）02.5～ 

 00.12～　中国鉄通集団公司 
（集団公司化は04.8） 

（中国鉄通、チャイナ・ティエトン） 

00.5～02.4 
中国電信 
集団公司 

（中国電信） 

94.7～　中国聯合通信有限公司（中国聯通、チャイナ・ユニコム） 

99.8～02.4　 
中国網絡通信有限公司 

94.1～02.4　吉通通信有限責任公司 
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事
業
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～1994
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図表2-6-13 中国における電気通信事業者の変遷
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6 インドの情報通信政策の動向

移動通信/テレマティクス機器 
広帯域/ホームネットワーク機器 
デジタルTV/放送機器 
次世代コンピューティング/周辺機器 
知能型ロボット  
RFID/USN機器 
IT SoC/融合部品 

Embedded ソフトウェア 
デジタルコンテンツ/ 

ソフトウェアソリューション 

9大 
新成長 
動力 
 

W-CDMA 
WiBro 
DMB 

地上DTV  
ホームネットワークサービス 
テレマティクスサービス 
RFID活用サービス 

  インターネット電話（VoIP） 

BcN 
USN 
IPv6

次世代移動通信機器 
ホームネットワーク機器 
デジタルTV/放送機器 

次世代PC 
知能型ロボット  
テレマティクス機器 

IT SoC 
Embedded ソフトウェア 
デジタルコンテンツ 

HSDPA/W-CDMA 
WiBro 

広帯域融合サービス 
DMB/DTVサービス  
u-Homeサービス 

テレマティクス/位置情報サービス 
RFID/USN活用サービス 

ITサービス 

BcN 
USN 

ソフトインフラウェア 

u-IT839戦略 IT839戦略 

（統合） 

（削除） 

（統合） 

（統合） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 

8大新規 
サービス 

3大 
インフラ 

図表2-6-14 IT839戦略からu-IT839戦略へ




